
○ 企業内容等の開示に関する留意事項について（企業内容等開示ガイドライン （平成11年４月大蔵省金融企画局））

改 正 案 現 行

（有価証券報告書の提出を要しない旨の承認申請書）
開示府令第15条の３に基づく申請のあった日が、発行者（外国会社 （新設）24－２－２

に限る。以下 が法第24条第１項第１号に規定する24－２－２において同じ ）。
有価証券の発行者に該当しなくなった日又は発行者の発行する有価証券に係る
募集若しくは売出しが行われた日（以下「上場廃止日等」という ）から相当期。
間経過していること等により、開示府令第15条の３第３項各号に規定する数を
算定することが困難である場合には、上場廃止日等から申請のあった日の属す
る事業年度の５事業年度前の事業年度の末日までの間のいずれかの日において
当該株券又は優先出資証券の保管の委託を受けている金融商品取引業者等又は
登録金融機関の有する当該株券又は優先出資証券の所有者の名簿に記載されて
いる者（非居住者を除く ）の数を、同項各号に規定する数とみなして算定する。
ことができることに留意する。

24－３ 開示府令第16条第３項第２号の数は、当該有価証券の本邦における募集24－３ 開示府令第16条第３項第２号の数は、当該有価証券の本邦における募集
又は売出しの際に、当該有価証券の発行者又は所有者と元引受契約を締結した又は売出しの際に、当該有価証券の発行者又は所有者と元引受契約を締結した
すべての金融商品取引業者の顧客名簿に記載された当該有価証券の所有者の数すべての金融商品取引業者の顧客名簿に記載された当該有価証券の所有者の数
を合計して算定することに留意する。を合計して算定することができることに留意する。


